
JSPO 36, Oct-Nov 2020 in Tokyo

I-1-6

下肢切断後の義足使用による皮質脊髄路興奮性の変調
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【はじめに】
四肢切断後には、脳の構造・機能的再組織化が生じることが明らかとなりつつある。この特性および機序の解明に
より、神経学的な見地を踏まえた下肢切断のリハビリテーションや義足適合が可能となる。本研究では、下肢切断
者における両側下肢筋の皮質脊髄路興奮性を、経頭蓋磁気刺激（TMS）により計測し、下肢切断後の特徴について検
討することを目的とした。
【方法】
片側義足使用者（下腿義足2名、大腿義足3名）を対象とし、左右一次運動野へ単発TMSを与え、両側大腿直筋から
運動誘発電位（MEP）を記録した。また、正規化のため、左右大腿神経電気刺激によるM波を記録した。刺激は各強
度5発とし、最大出力強度の30％から5％刻みで、100％まで、もしくは対象者が継続不可を訴えるまで実施した。
各刺激強度のMEP平均値を、M波最大振幅値により正規化した。次に、シグモイド関数によって入出力曲線を描
き、その最大傾斜（gain）および最大傾斜が得られる刺激強度を算出した。
【結果と考察】
全対象者において、切断肢のMEP、gainは健側のそれらより高い傾向にあった。また、最大傾斜が得られる強度は
切断肢で低い傾向にあった。特筆すべきは、健側肢に対する同側運動野の刺激に対しても明らかなMEPが観察さ
れたことであった。これらの結果は切断肢の対側運動野における再組織化が、切断肢の力発揮を容易にさせるだけ
でなく、同側経路の健側肢制御を連動させ易くし、切断肢を使う際の姿勢制御等をサポートしている可能性が考え
られた。
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両下肢切断で義足歩行獲得により地元小学校へ進学できた6歳の1症例
~歩行獲得から進学までの関わり~

旭川荘療育・医療センター
○大原　 慶之、赤澤　 啓史、美濃　 邦夫、西　 達也

【はじめに】
下肢切断のこどもは、義足や理学療法（以下PT）などの支援で立位歩行などの移動能力を獲得する事が多い。しか
し、ライフステージにおいて必要な能力を習得するには、義足やPTで得た運動機能だけでなく、本人や家族が自信
を持って課題に取り組み、解決出来る環境や支援が大切である。
【症例】
生下時より両脛骨欠損で、1歳4か月時に他院で右下腿切断術、左膝離断術を施行。1歳5か月時に義足を製作。2
歳6か月時に当センターを受診。運動発達は定頸6か月、寝返り9か月、ずり這い12か月、PT開始時は、義足着用
で伝い歩き可能、床上は四つ這い移動。3歳7か月時に、MA：2歳7か月、IQ：72。
【経過】
3歳時に義足歩行獲得後、姿勢の崩れとぶん回し様歩行が目立つようになり、膝継手を固定式から単軸式へ変更し
た。5歳時に母より地元の小学校へ就学したいと希望があった。そのため、母と学校から聞き取りを行ない、学校で
必要となるADLや運動機能獲得のためのPTを行いつつ、膝継手を多軸式に変更した。その結果、同年齢の子につ
いていける能力と本人・家族の自信を得ることが出来た。
【考察】
今回家族の希望や学校側から提示された課題に対して、適切なタイミングで義足を提供し、必要なアプローチを行
うことが出来た。それにより、本人と家族が自信をもって前向きに就学へ取り組めるようになった。この事から、ラ
イフステージに応じた適切な課題設定と義足の選択、本人・家族の自信が、地元小学校への進学を可能にした大き
な要因と考えられた。
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